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１．「社会保障」としての 

「求職者支援」 
 

(1) 就労支援する法の展開 

この数年、労働市場で問題になっているのは深

刻な人手不足である。企業は高いパフォーマンス

を上げてくれる労働者をできるだけ多く、できる

だけ長い期間確保したいと考えているが、なかな

か優秀な人材が集まらない。そのような声が聞こ

えてくるようになった。 

他方、働きたくても働けない人の問題もクロー

ズアップされてきた。立法政策としても、生活保

護を受けている人の就労を促進するための被保護

者就労支援事業を含む生活保護法改正、生活保護

を受けるまでもない生活困窮者を対象とする生活

困窮者自立支援法、雇用保険を受給することがで

きない長期失業者を対象とした(特定）求職者支

援法、障害者の就労を支援する障害者雇用促進法、

若年者を対象とする若者雇用促進法、高齢者を対

象とする高年齢者雇用安定法、女性の職業生活を

促進する女性活躍推進法、といったように、誰か

の就労を促進するための法制定・法改正が続いて

いるところである。 

もっとも、これらの法律は、直接に人手不足を

解消するための方策ではない。しかし、少子高齢

化による労働力人口の減少が見込まれる今日では、

働く意思を持つ人をできるだけ支援することによ

って労働の担い手を増やすための政策が、国家に

とっても働く意思を持つ人にとっても、有用なこ

とである。 

 

(2) 求職者支援と社会保障の範囲 

これら求職者支援政策の対象となる人は、労働

市場で適切な賃金を得ることが困難な人であるこ

とが多い。それ故に、求職者支援政策は社会保障

政策（所得保障政策）とセットになって行われる

ことが多い。これらがセットになって行われる場

合、求職者支援制度にきちんと従事していること

が、所得保障給付を受けるための条件となってい

ることも少なくない。この条件付けはかなり厳格

に行われる場合もあれば、状況に応じて柔軟に・

ゆるやかに条件付けられることもある。これを指

して、ワークフェアであるとか、アクティベーシ

ョンと称するようになっている。 

ところで、社会保障は所得保障制度に限定され

ない。医療や介護に代表されるよう、現金の給付

を直接行わないものも当然に含まれる。近年では、
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幸福追求権（憲法13条）を基礎的な理念とする自

立を支援するための対人福祉サービスを社会保障

の範囲に含めることはさほど異論がない。それで

は、幸福追求権の一内容として、労働市場に参入

しようとする人、あるいは現在の労働関係よりも

望ましい労働関係を構築しようとする人（ここで

は求職者と呼ぶことにしよう）の支援を行う就労

支援は、社会保障制度としてどのように位置づけ

られるべきであろうか。 

管見では、わが国で社会保障としての就労支援

を議論し、立法政策や法解釈の場面でそれが活用

されてきたようにはないように思われる。イギリ

スでも学術として、自覚的にこのような論点でさ

ほど活発に議論してきたわけではない。ところが、

イギリスの立法政策や裁判例の動向をみると、就

労支援政策が社会保障制度の基盤条件となって展

開しているように思われる。 

 

２．イギリスにおける求職者支援 
 

 

(1) 失業の潜在化と求職者の支援 

イギリスで社会保障(social security)という

用語は、歴史的に所得保障のことを指してきた。

1942年のベヴァリッジ報告は、国民の誰もが国家

が運営する社会保険（国民保険）に加入する皆保

険体制を提言した。これは何らかの生活困難事由

（老齢・障害・失業など）が生じた場合、すべて

の国民に対して最低限度の生活保障を行うことを

目的としたのである。皆保険体制を実現するため

には、稼働能力がある人がすべて労働していなけ

ればならず、経済政策としても完全雇用を達成す

ることが目標とされた。例外的に国民保険に遺漏

があることを想定して、全住民を対象とする公的

扶助制度を整備してきた。しかし、産業構造の転

換により、イギリス病とも称される産業問題が深

刻化し、完全雇用体制を実現するのが困難になり、

公的扶助の比重が飛躍的に高まったのであった。 

公的扶助の受給者は、労働能力がある限りそれ

を活用しなければならないのは洋の東西を問わな

い。逆説的なことではあるが、労働能力がなけれ

ば公的扶助を受給し続けることができることを意

味する。労働能力がないということは失業の定義

から外れることになるので、失業率統計から排除

され、失業率が見かけ上低くなることを意味する。

これは、政府に好都合であった。 

しかし労働能力がないと分類されることにつき、

就労阻害要因を持つ人には、悪影響をもたらした。

何らかの就労阻害要因を持つ人が就労経験が乏し

くなってしまう結果、働く意思を喪失した親の元

で生活してきた子どもは、就労に関する習慣を得

ることがないまま成人し、貧困が連鎖する結果を

生むことになった。さらに、景気が良くなって労

働力が不足しても、就労習慣や健全な就労観念が

ないまま、新たに労働市場に参入することができ

なくなってしまった。 

このような状態は、国家にとっても懸念材料と

なった。労働能力を有する潜在的な失業者が社会

保障制度に依存した生活をしているのに、好況期

には労働力が不足する。ならば、社会保障制度と

就労との条件関係をより強固にすることで、潜在

的失業者をより多く労働市場に参入させる方向に

舵を切った。これによって労働市場が健全化する

のであるし、社会保障財政の削減にも寄与するこ

とができる、と考えたのであった。 

それでは、潜在的失業者を労働市場に参入させ

るためにはどうすればよいか。幸い、イギリスの

労働市場は伝統的に徒弟制度などによって職工を

養成して、手に職をもった人が即戦力として活躍

する文化があった。ただこれには前提条件があり、

就労生活に向く、生活習慣や社会生活を喚起する

必要がある。その上で、職業訓練を実施し、求職
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者と労働市場とのマッチングを行うことになる。

政府はこのためのプログラムをいくつか用意し、

このプログラムへ参加し、どの程度きちんと従事

しているかを社会保障給付を受けるための条件と

してきたのであった。 

 

(2) 求職者の範囲と支援の個別化 

このような文脈で、稼働能力の程度と家庭環境

や精神的状態などの就労阻害要因に応じて、対象

者の個別状況に応じた就労支援制度を構築するこ

とになった。これにはまず、求職者がどのような

状態にあるのかを判定しなければならない。一例

を挙げれば、従来障害者として分類されてきた

人々には就労を要求されなかったのであるが、現

に稼働能力があって、それがどの程度の制約を受

けるか、制約を除去するためにはどのような支援

が必要となるかを調査し、個別に支援プログラム

を作成することになったのである。これは、就労

が「できない」ことから就労を強制しないという

方策から、「できる」ことを前提に能力に応じた

就労を求める、という方策にシフトしたというこ

とができる。 

このような就労支援の個別化は、支援を必要と

する求職者の範囲を拡大するものであった。障害

者はもとより、ひとり親、就労経験の少ない若年

者、長期失業者、遺族といったように、複雑な生

活問題を抱える人々に対し、何らかの施策を講じ

る必要性が生じてきたのである。そこで、複雑な

生活問題を解きほぐし、支援を受ける人の自立に

向けた、伴走型の支援が拡大したのであった。幸

いイギリスでは、チャリティといわれる各種の民

間非営利団体が自立を支援する仕組みが整ってい

るので、政府はこれらと協働して支援策を拡大す

ることにしたのである。 

ただ、このような支援を行うということの背景

には、支援を受ける人はおそらくこのような自立

を望んでいるだろう、という自立観を押しつける

ことにも繋がる。政府は求職者に対してパターナ

リステックに介入せざるを得ず、求職者がこれを

好まない場合にどうするか、という問題は残る。

具体的には、自立に関するプログラムを策定し、

これに基づいて職業訓練を受けているけれども、

プログラム途中で辞めてしまったような場合であ

る。職業訓練は小売業や外食産業などの民間企業

で行われることが多く、訓練生であるが故に労働

保護法規の適用を受けることがほとんどないので

ある。それ故に、劣悪な労働・訓練条件であって

も従わなければならず、従わない場合には社会保

障給付を削減ないし廃止する、ということになる。

そうすると、生存をとって意に反する就労に服従

するという苦役が生じることになるのである。こ

の論点につき、就労支援プログラムで職業訓練に

従事しなければならないことは欧州人権条約にい

う「強制労働」にあたらない、とするイギリス最

高裁判決が2013年に出された。 

 

(3) 労働力需給マッチングと求職者の権利 

他方で、イギリスは伝統的に労働市場に関して

国家が介入することを好まない。職業訓練などで

一定の労働能力を身につけた人が労働市場に参入

しようという場合であっても、政府はそこに関与

することはあまりない。 

もちろん、公共職業紹介事業は行われているが、

行政機関としては社会保障給付の事務所と同一機

関が運営している（日本的には、生活保護を管轄

する福祉事務所とハローワークが一体化したよう

なものである）。そうすると、職業紹介を受けた

求職者は、求人内容が自分に余り好ましくないと

感じたとしても、これを断ることが難しくなって

しまう。なぜならば、断った場合には、就職する

意思がないと判断され、社会保障給付を受けるこ

とができなくなってしまうからである。 
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そうすると、求職者の希望を如何に叶えるべき

かが問題になる。そこで、法律で求職者の希望を

叶える事ができる範囲を確定し、紛争が生じた場

合の裁判の判決によって、具体的な内容を確定さ

せてきたのである。それ故に、求職者にいかなる

権利が保障されているかについては、裁判例の展

開を検討する必要があった。しかし裁判例は、一

般的にあまり求職者の権利を保障しようとはしな

い。もっとも、裁判例を詳細に検討すると家庭生

活と職業生活の調和の観点から、労働時間や通勤

時間について相応の配慮をしているように見える。 

 

(4) 求職者の権利 

イギリスにおける求職者の権利は、時代の経済

状態や政治動向に対応してきた制定法によって確

定されてきた。わが国でイギリスの状況を紹介す

るときも、立法動向を中心に論じられ、わが国へ

の示唆を得るべき、という論調が多いように思わ

れる。しかし、現実の生活は立法政策ないし法改

正だけによって規律されているわけではない。そ

もそも現場の裁量の幅が非常に大きい求職者支援

という分野においては、立法と一定の距離を持つ

裁判例が果たす役割が少なくない。この裁判例に

よって保障されている（ように見える）求職者の

権利が、いかなる態様と構造をもっているか、と

いうことは研究に値する。 

このような求職者の権利は、何によって基礎づ

けられるか。イギリスには成文憲法としての労働

権や生存権といった考え方が存在しない。そこに

あるのは、現実に行われている社会保障制度が法

的にどのように把握されるか、ということだけで

ある。イギリスの社会保障法は確かに所得保障法

を意味するのであるが、近年の理論動向は対人福

祉サービスも含めて議論することがある。そして、

イギリスの対人福祉サービスには医療介護だけな

く、要援護者の自立を目的とするソーシャルワー

クも含まれることが多い。そうすると、就労支援

という仕組みも、自立を目的とするという共通性

を有している以上、社会保障としてこれを構成し

てもよいのではないか、と考えるのである。 

 

３．イギリスから見えるもの 
 

 

翻って、日本の状況はどうか。確かに、労働市

場に参入しようとしている人を支援する法的な仕

組みが整えられつつある。しかし、障害者や女性

といった、個別の対象者類型ごと、その側面から

の支援が中心であり、その支援の一類型として就

労支援がある、という対応をとっている。 

就労支援は、単に職業能力の維持向上をはかっ

たり、労働市場とのマッチングをすればよい、と

いうものではない。そこには現実に生活をしてい

る法の主体があるのであって、その人を包括的に

支援する必要がある。そのためには、所得保障と

結びついた支援体制を構築するのではなく、所得

保障制度とは別個に権利としての就労支援制度を

社会保障法の中に適切に位置づけていく必要があ

る。 

このように考えると、イギリス法の経験は、わ

が国にとって教師でもあり、反面教師でもあると

いうことができる。 

 

 


